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０．前提として考えたこと

０－１．「障害者が地域で自立して暮らす」ことの意味　…自律／自立生活

○自立＝経済的な主体性　（⇔依存）

○自律＝行動の主体性　　（⇔他律）

※どんなに手厚く恵まれていても、「施設収容」は、即ち依存／他律生活である。

※一方で、「地域生活」であれば即ち自立／自律生活ではない。

自律／自立した地域生活とは？…「自分の財布と相談し、好きなように飯を食う」（福島智）という自立
　

　　福島委員「最後にこれは個人的なつまらない意見ですが、さっきの自立の話、これは難しいことではなくて、私が使っている自立の定義は、障害者が、例えば今日の晩メシに何を食いたいかということを自分で決めて、自分の財布と相談をして実際に食べられること。自分がつくるか、人につくってもらうか、出前をとるか、外に行くかは別だけど、とにかく自分の食いたいものを食えること。これが自立生活の象徴だろうと私は思っております。」                (2004年10月12日開催第18回社会保障審議会障害者部会議事録より)
　　　　　「自立のための所得保障／自律のための介護保障」が、就労を含めた社会参加・機会均等及びバリアフリーの環境整備に加えて個別支援として提供されなければ、「稼得能力が不足する（欠ける）／生活のために介護が必要（常時必要）な障害者」の自律／自立生活は実現しない。
０－２．自律／自立生活のための支援　…「利用者がケアを自律する」という社会モデルのケア

障害の社会モデルにおいては、生活のために必要なケアを提供することは、障壁の除去と並び社会の側が負うべき責務であり、それを求めることは、障害当事者の権利とされるが、このような考え方に従えば、生活を送るために必要なケアが社会によって提供されることと、ケアに対してのコントロールを、生活者であるケアの利用者側がおこなうことを同時に実現することは、自立した生活の大前提となる。つまり、「障害の社会モデルに基づく自立」とは、生活者としての障害当事者自身の主体性を確立し、自分自身の生活に対するイニシアティブを確保することを含む「自律／自立」であると考える。
０－３．日本の利用制度化／給付制度化と欧米のＰＡ／ＤＰの違い
○ＰＡ／ＤＰ：　「利用者の主体性」（自律）の最大限の確保

○利用制度化／給付制度化：　公的責任の限定と公費支出コントロールメカニズムのビルトイン

「第１に介護保険はサービスを創り、第２に介護保険はものさしを創り、第３に介護保険はルールを創る」（池田1999,p.28）…「ものさし」（要介護認定）と「ルール」（国の統制）が前提となった「サービス」（財源）

○擬似市場＝自治体によるサービス購入のオルタナティブとしての英国コミュニティケア改革におけるＤＰ

○リージョナルセンター（の契約・購入）によるサービスコントロールからの脱却をめざす米国のＳＤＳ(Self-Directed Services )
共通点は、現物給付の基本システムに対して選択可能とされた現金給付のサブシステムであるということ。

⇔日本は、一元的な現金給付化（代理受領）／居宅介護へ統一（限りなく現物給付に近く当事者主体に遠い）

　
１．障害福祉の政策動向

１－１．障害者自立支援法あるいは「障害保健福祉改革のグランドデザイン（案）」

・支援費制度に対する給付抑制メカニズム

・介護保険制度との制度統合の受け皿作り

・年金保険制度との「共通システム」の導入（応益負担《定率負担》、要介護度認定《障害程度区分》）

・給付コントロールメカニズムのビルドイン（審査会、新たな国庫負担基準）

・年金保険制度に移行できない部分のカットオフ（訓練等給付化、生活支援事業化）

１－２．社会福祉基礎構造改革

　　①　社会福祉の政策動向…福祉サービスの利用制度化／給付制度化

→「社会福祉の５０年体制」の改革

＝社会福祉法人主体の提供システムの改変

→「利用者本位」

　・利用（契約）制度化することによる公的責任の間接化／後退

・（現金）給付制度化することによる国庫負担の統制／抑制
　　②　社会保障の政策動向…財政改革と地方分権化にも対応可能な行政裁量確保のフレームの確保

→「社会保障の５０年体制」への回帰
＝財源システムとしての社会保険年金制度の追認・強化と「福祉の保険化」（伊藤周平）

→「持続可能な制度」

※「図」としての①に対して、「地」としての②があるという社会福祉基礎構造改革の「構造」の確認

１－３．政策の背景にある規範的問題

「個人主義が強まるなかでいかに社会連帯を育てるか」 (社会保障制度審議会事務局編2000p.61)
福祉サービスの利用制度化／給付制度化：　個人主義／パターナリズムの退場≒（右派）リベラリズム

福祉の保険化による裁量権の確保
　 ：　中央集権／パターナリズムの確保≒（保守）コーポラティズム

【構造Ⅰ】
（政治の）ネオリベラリズム ＋（官僚の）パターナリズム⇒　隠された／弱いパターナリズム

【構造Ⅱ】
（政治の）ネオリベラリズム vs.（官僚の）隠された／弱いパターナリズムvs.(利用者／当事者の)自律／自立

「ビスマルク的保守的体制と自由主義的な残余主義の合成 (“an amalgam of the conservative ‘Bismarckian’ regime and liberal residualism)」の福祉レジームとその基盤としての「日本型コーポラティズム(Japanese style corporatism)」 (Esping-Andersen1997, p.184)
「日本が福祉国家としてありつづけるためにとりうる唯一の方策は、そのあり方の議論の結論を急ぐことなく、時が熟すのをまつことだ」 (Esping-Andersen1997, p.188)
２．福祉サービスの利用制度化／給付制度化

２－１．受給者本位
利用制度化／給付制度化

利用制度化：福祉サービスの利用を、措置権者の行政処分に基づくものから利用者の利用契約に基づくものへと転換させること

給付制度化：措置委託費という事業者に対する補助金に基づくサービスの現物支給の制度を、サービスの購入費を利用者に給付する制度へと転換すること

※両者は表裏一体の関係にあるが、焦点化されてきたのは前者

利用者本位（古川1998）
①利用者＝生活者＝生活主体による福祉サービス利用権の内容的・手続的保障

②利用過程における権利と便益の保障

③利用にともなうスティグマからの解放

※このような観点からの捉え直しをおこなうことは、サービス利用のためのプロセスだけでなく、そのための給付のプロセスにおいても必要なのではないか？
（一般市場における）コンシューマリズムの実現と実体法上のルールの関係
「義務本位の社会から権利本位へとルールを作り直す」＝「画一化」から「多様性」へ
「素人主権」＝「専門家から素人へと情報の流れを作り出す」（加賀山2001）
※素人主権に権利本位が結びつくことで、単なる「専門家に頼らない」という消極的主権に留まらず、消費者としての権利及びその行使を前提とし、供給者との関係を捉える視点が芽生える

※「利用制度化／給付制度化された福祉サービスの利用における利用者本位の実現」のためには、素人主権だけではなく、一種の「給付をうける権利」のエンタイトルメントに基づき、給付の過程を「権利本位」に再構成することが必要　⇒「受給者本位」という概念の提起をおこない、その実現を求める
　
　　　　　図１．福祉サービスの利用／給付制度における受給者本位




（図１の説明）利用者による福祉サービスの主体的な利用のためには、利用契約システムにおける「利用者本位」だけではなく、受給調整・財源システムにおける「受給者本位」が求められる。また、この「利用者本位」は、専門家主権ではなく素人主権、「受給者本位」は、供給側の義務本位ではなく受給側の権利本位を求める価値規範に基づくことが理解されなくてはならない。

２－２．必要と割当

割当(rationing)
「資源が必要量に対して不足しており、且つ、価格が配分機能を果たさない状況において用いられる、資源配分の方法の総称」(坂田1991,p.99)

割当論

「ある一定の財政的制約のもとで実行可能な政策が選択され、この結果社会的・政治的に承認されたものとしてニーズが変動するという図式を社会サービスの政策・財政論の基本仮説として採用することを求めるもの」(ibid.pp.105-106)

政策の基本仮説としての割当論の採用

〇予実績の乖離の回避

△総需要抑制及び「ニーズがサービスに結びつかずに放置される」危険

△利用者のイニシアティブ

※利用制度化／給付制度化された福祉においては、割当論の「不当な側面」（坂田1991,p.107）が顕在化する危険がある。

※今必要とされているのは、割当論に基づきそれを補強・強化する施策の一元的な推進ではなく、利用者の自律を推し進める改革との整合性をはかり、必要と割当との調整を可能とするシステムを構築すること

２－３．必要と割当の調整基準とメカニズム
割当と必要の調整
「財政→政策→必要」（割当論）と「必要→政策→財政」（必要論）の調和

割当と必要の調整基準とメカニズム

ミクロの必要とマクロの財政との間の動的な調整を図るための調整基準及び調整のためのメカニズム

ミクロのレベルでの基準とメカニズム
表１．ミクロのレベルでの基準とメカニズム

	Ⅰ－ⅰ
	ミクロの基準
	必要の判断基準

	Ⅰ－ⅱ
	ミクロのメカニズム
	受給過程への利用者参画と受給支援


（表１の説明）「ミクロの基準」とは、必要の判断基準である。「マクロのメカニズム」とは、受給過程への利用者参画と受給支援である。

　※ミクロの基準とは、即ち要介護認定（障害程度区分）ではない。
　※ミクロのメカニズムとは、即ち審査会と介護保険型ケアマネジメントではない。

マクロのレベルでの基準とメカニズム
表２．マクロのレベルでの基準とメカニズム

	Ⅱ－ⅰ
	マクロの基準
	必要量の調査に基づく予算

	Ⅱ－ⅱ
	マクロのメカニズム
	必要量の変動に対する調整


（表２の説明）「マクロの基準」とは、必要量の調査に基づく予算である。「マクロのメカニズム」とは、必要量の変動に対する調整である。
　※マクロの基準とは、単なる実績調査（や「生活実態調査」）ではない。

　※介護保険の調整基金システムのみが、マクロのメカニズムではない。
２－４．給付調整

選別の方法(三浦1995 pp.86-87)

① 対象者を個別に選別せずに、「集合的（カテゴリカル）に分類」して「受給要件」を定める方式

②「個別的なニードを測定する方式」
エンタイトルメント制度と裁量制度(坂田2003,p.134-135)
①エンタイトルメント制度



②裁量（ディスクリーション）制度


③キャップ制度

※割当優位と必要優位
※介護保険制度と支援費制度

※選別基準の絶対化と判定者の主観の優位

介護保険制度における給付調整の特徴

①利用申請より先に要介護認定が必要である。

②要介護度認定によるサービス費用の受給量に上限がある。

③「抽象的・要介護度基準・第三者型」の給付判定システムである。

④給付抑制メカニズムとして応益負担がもちいられている。

⑤財源の地域／時間軸での調整のしくみが、ビルトインされている。

※介護保険制度の給付調整は、マクロの財源確保については比較的フレキシブルにおこなえるが、ミクロの給付調整過程においては、利用者の主体性の関与は基本的には想定されておらず、制度側からの給付コントロールが強い

支援費制度における給付調整の特徴
①要介護認定制度がなく、利用者が希望を申請するとことから始まる。

②サービス費用の受給量には制度上の上限がない。

③「具体的・生活支援の必要度基準・利用者参加型」の給付判定システムである。

④給付抑制メカニズムとしては働きにくい応能負担の制度となっている。

⑤財源の地域／時間軸での調整のしくみが、ビルトインされていない。

※支援費制度の給付調整は、ミクロの給付決定過程においては，利用者の主体性と行政裁量の関与度が高く、制度的な給付抑制メカニズムは弱いが，必要の総量に応じて割当量を調整する財源システムのフレキシブルさには乏しい
第三者判定モデルと交渉決定モデル

　　　表３　第三者判定モデルと交渉決定モデル

	給付調整モデル
	第三者判定モデル
	交渉決定モデル

	分配のイニシアティブ
	供給側（supply side）
	需要側（demand side）

	支配的な調整原理
	適格性（eligibility）
	折衝（negotiation）

	給付調整の在り方
	抽象的/要介護度基準・第三者判断型
	具体的/必要性基準・当事者参加型

	現実の制度
	介護保険制度
	支援費制度


（表３の説明）利用制度化／給付制度化されたシステムにおける給付調整のモデルとして、「第三者判定モデル」と「交渉決定モデル」というふたつの理念型がある。「第三者判定モデル」においては、分配のイニシアティブを供給側（supply side）がもち、「抽象的/要介護度基準・第三者判断型」の給付調整をおこなう。つまり、そこで支配的となっているのは、適格性（eligibility）という調整原理である。「交渉決定モデル」においては、分配のイニシアティブを需要側（demand side）がもち、「具体的/必要性基準・当事者参加型」の給付調整をおこなう。つまり、そこで支配的となっているのは、折衝（negotiation）という調整原理である。現実の制度においては、介護保険制度は「第三者判定モデル」、支援費制度は「交渉決定モデル」に基づいていると考えられる。
２－５　分配
給付へのアクセシビリティ

「サービスへのアクセシビリティの普遍化」から「給付へのアクセシビリティの普遍化」へ

（潜在的利用者に対するサービス提供環境の整備から給付が提供される財政的環境の整備へ）

必要な人すべてに対する分配

積極的選別主義／必要に応じた分配が内在する「選別基準の絶対化」や「判定者の主観の優位」

出来高払い

医療の分野での「出来高払い」は、医師の専門性が判断を担保

「まず分けてみる」(立岩2004,pp.110-201)
１）再分配することそのものに対する社会の合意形成を可能な限りおこなう。

２）なるべく広い範囲からの徴収と、なるべく広い範囲への受給資格の付与をおこなう

３）給付に際しては、所有そのものを価値とするものではない限り、その選好の中身には踏み込まず提供。

４）給付調整は、分配に対し資源が不足し、かつそのための徴収の強化が、他者の人権を侵害するときのみ、やむを得ず、おこなう。

5） 給付調整のための基準や技術は、以下の三点に留意しつつ、最低限／最後の段階の稼動とする。
　　　　①　仕方なく採用されたものであること

　　　　②　使わなくてもいいときは使わないほうがいいということ

　　　　③　介入強化や分配の縮減のための「口実」として使われることの自覚
※「素朴な割当論」と「素朴な必要論」の両者の限界を超える視座の提供

※分権化や地域福祉されたことの意味のとらえなおし

３．障害者自立支援法に「立ち向かう」ために
３－０．当事者主権／〈必要〉本位の福祉のかたちを求めて
障害者自立支援法の「設計」…直接的には制度利用の伸びの抑制、間接的には社会保障財政全体の抑制と国の責任の縮小／制限を実現するフレームとの整合性を図るために、介護保険制度をモデルとし、様々な基準やメカニズムを障害福祉の利用／給付制度にビルトインした極端な〈割当〉優位の制度設計
障害者自立支援法の「欠陥」…ミクロの〈必要〉集合をマクロの〈割当〉配分に置き換えていく〈必要〉の社会的構築をおこなうメカニズムの欠落
求められているのは、システム支配／〈割当〉優位のしくみではなく、真の当事者主権／〈必要〉本位の福祉のかたちへの転換である。そのための「生みの苦しみ」に政策官僚と自治体は耐え、利用者は運動を継続しなくてはならない。
３－１．ミクロの基準とメカニズム…「障害程度区分・認定審査会」という不愉快なキメラ

障害者自立支援法の受給調整モデルは、第三者判定モデルと交渉決定モデルの「（必要に対して消極的な）折衷構造」である。

① 利用者が希望を申請するところから開始されるが、障害程度区分の判定はうけなくてはならず、一定の障害程度区分に該当する者しか支給申請できないサービスがある。

　　② サービス受給量の「枠（上限）」はないが、障害程度区分により、国庫負担基準が決められ、間接的なコントロールをうける。

③ 「抽象的／要介護度基準・第三者型」の給付判定と「具体的／生活支援の必要度基準・当事者参加型」の給付判定というふたつのプロセスが組み合わされている。

　　④ 給付抑制に働きやすい応益（定率）負担の制度が、複雑な減免制度で補完されている。

　このような制度設計がおこなわれた理由は、支援費制度に給付コントロールのメカニズムをビルトインすること及び、将来の介護保険との統合に向けての制度の整合性確保であり、「折衷」のさじ加減次第では、極端な給付抑制と利用制約を生じさせることが可能となっている。

本来給付調整というものに求められるのは、利用者それぞれの〈必要〉を給付として実現する適切な〈必要〉の判断基準の在り方とそのためのメカニズムである。そして、障害の分野における「交渉」や「運動」を通じて、市町村のケースワークの現場で培われてきたのは、まず利用者の生活の場への訪問であり、そして利用者と対面しつつその生活やその困難さの実情、さらにその夢や希望を汲み取ったうえで、限られた「財布」と利用者の「訴え」のすり合わせをおこなうという共同主観的／相互作用的な営為であったといえる。
しかし、このような当然の異議申し立てに対し、障害者自立支援法は「まず障害程度区分という基準ありき」と宣言する。そして、その「正しさ」を担保するのは、互いに異なる主観の合意形成ではなく、統計的な相関性であり、認定審査会という「第三者」である、という。
さらに、「勘案事項」のひとつに過ぎないと説明されたはずの要介護認定の内在する制度規範は、給付調整システム全体をも支配する。要介護認定の後におこなわれる支給決定は、厳格な支給決定基準に基づく一方向的な〈割当〉とすることが求められ、支給決定されたサービスを利用する際にも、利用量に応じた定率（応益）負担が、大きな利用抑制の装置として働く。加えて、再編された福祉サービスの体系においては、障害程度区分は利用できるサービスの量だけでなくその種類をも限定する壁となる。

このような障害程度区分を中核に据えた給付調整においては、「共感」や「話し合い」のプロセスに基づく合意形成は軽視され、〈必要〉を訴えることと、共感し認めることの間の相互作用は機能しない。その結果、個別の生活の実情の把握と相互作用に基づき〈必要〉を社会的に構築することは、支援費制度どころか措置の時代に比べても大幅に困難となってしまった。

３－２．マクロの基準とメカニズム　…「義務的経費化」のからくりと受給権の後退
障害程度区分と認定審査会とは…国庫補助基準と連動し実質的な支給量の上限設定をもたらすだけでなく、自己負担により利用抑制を強いられる定率（応益）負担及び財政的理由に基づき再編された効率至上主義に基づくサービス体系と連動することにより、著しい受給とサービス利用の下方硬直性が生じさせる基準とメカニズムである。

在宅福祉の義務的経費化とは…支援費制度では裁量的経費とされた在宅福祉に対する国の負担を義務的経費化し、国の財政責任を明確にすることだと説明されてきた。しかし、サービスごとの国庫補助基準額が、介護保険の要介護認定に倣って導入された障害程度区分に応じて設定されたうえでの義務的経費化とは、あくまで国庫負担基準の範囲でしか保障されない限定つきのものでしかない。

それは、福祉サービスに対する国の責任を、抽象的で実際のサービス支給量との関連も不明確な基準で測られた範囲に限定し、そこから「上にも（非定型）横にも（市町村生活支援事業）」はみ出る部分については、支援費制度よりさらに大幅に基礎自治体の裁量に委ねるということである。障害者自立支援法においては、利用者の受給権は、支援費同様反射的利益に留まり、加えてさらに巧妙に制限され、後退している。
３－３．「堂々巡りと消耗戦」を断ち切るということ
延々と続いた「福祉の保険化」（伊藤2005）をめぐる「堂々巡りと消耗戦」は断ち切られなくてはならない。

まず、「寄らば大樹の陰」は破綻している、ということがある。サービスシステムの財政規模の大きさが利用者ひとりひとりに必要な給付を担保するわけではない。そして、徴収と分配メカニズムを一省庁のコントロールとその自主財源のもとに「自動装置化」することがどのような危険をはらんだものであるのかは、昨今の年金・介護・医療制度の一連の「改革」とそのための「装置」の迷走／自己保全を見ればすぐわかることである。

また、「急いては事を仕損じる」ということもある。「基礎構造」が変われば、それ相応の時間が掛かり、熱も出る。しかし、それは無駄な時間でも苦痛でもなく、自然治癒力を発揮し、本質的な快復のために欠かせないプロセスである。そこに障害者自立支援法という乱暴な外科手術に持ち込まれたことで、根本的な問題は解決しないまま、むしろ事態は長引き、予後も悪くなっている。
今必要とされているのは、支援費制度開始以降のこの利用制度化／給付制度化の混乱とカオスの中から、供給者側が一方的なイニシアティブを持つのではなく、需要者が求め、供給者が応答する新しい福祉のかたちが立ち現れるのを待つことである。そして、それをないがしろにした「グランドデザイン」以降の一連の性急な政策的対応にこそ、全ての元凶がある。利用者との非対称性、あるいはアウトリーチの不足などの問題はそのままにしつつ、パターナリズムに内在する公的責任だけを投げ捨ててしまうことは、真の「基礎構造改革」の名に値するものではない。

つまり、まず「戻せ」そして「耐えろ」ということである。要介護認定を廃止し、「自立支援協議会」などと称する「絵に描いた餅」「砂上の楼閣」ではなく、真の地域システム、新しい当事者主権の地域システムを模索しなくてはならない。そのためには、苦情解決・第三者評価・成年後見などのいたりつくせりの――だが、福祉そのものというよりは市場原理をとりあえず成立させるための――サブシステムについても見直す必要がある。また、要介護度という「枠」のなかでサービスを調整するという極めて限定的な介護保険型ケアマネジメントを、障害福祉の分野に導入させてはならない。

ここに、今再び閉まりかかっているドアがある。そこに、何度でもつま先をこじ入れ、そして、開くまで闘うこと。そのための論点を、以下のように提示しよう。

○ミクロの基準：社会モデルに基づくアセスメント

○ミクロのメカニズム：アドボカシーを中核に据え「交渉」に基づく給付調整

○マクロの基準：制度利用者に対する応答責任と〈必要〉に基づく予算／計画の構築

○マクロのメカニズム：「運動」に対する正当な評価と政策決定過程へのビルトイン
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